	第  　　　　　　号

年  　　月  　　日
独立行政法人

郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構　理事長　様
地方公共団体名
代表者の職　　氏名　　　　　　　　　　　　印
追　　　証　　　書

	簡易生命保険資産の長期貸付借用証書の借入条件を下記のとおり変更します。

記

区　　分

変　更　前

変　更　後

借用証書記号番号
長　　第　　　　　号

借入年月日
　年　　月　　日
当初借入金額
　円
変更年月日
年　　　月　　　日
特約条項
第３条　乙は、この借入金の全部又は一部の額について、甲の承認を得て、繰上償還をすることができます。
第３条　乙は、この借入金の全部又は一部の額について、甲の承認を得て、繰上償還をすることができます。この場合において、甲は、乙から公職選挙郵便規則等の一部を改正する省令（平成１９年総務省令）により、なおその効力を有するとされる旧簡易生命保険法施行規則第１４条第２項に規定する繰上償還の申出があり、当該繰上償還に必要な補償金（以下「補償金」という。）の支払が繰上償還と同時に確実に行われる見込みがあると認めるときに限り、繰上償還の承認をするものとします。
２　前項に規定する補償金は、次のイに掲げる額がロに掲げる額を超える場合に必要なものとし、その額は、当該超過額（甲が送付する同一の簡易生命保険資産繰上償還承認通知書に異なる借用証書があるときは、異なる借用証書ごとに計算したイに掲げる額の合計額がロに掲げる額の合計額を超える場合における当該超過額）とするものとします。
イ　各弁済期日ごとに計算した次の額の合計額　甲から別途送付される繰上償還前の償還計算表に当該弁済期日の元利金の弁済所要額として記載された額から、甲から別途送付される繰上償還後の償還計算表に当該弁済期日の元利金の弁済所要額として記載された額を控除した額に、当該弁済期日と繰上償還日との期間に最も近い残存期間を有する国債の利回りを勘案して甲が定める割引率を乗じた額
ロ　この借入金に係る繰上償還額
第６条中　「利息の支払」
第６条中　「利息若しくは補償金の支払」
第７条中　「元金、利息又は違約金」
第７条中　「元金、利息、補償金又は違約金」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



